
東温市事務事業評価シート　令和３年度実施事業対象
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今後の方向性 現状維持

項目 評　　価　　項　　目　　の　　説　　明　（一次評価者のコメント）

本事務事業は法律等で定められているため必要です。

有効性 火災調査及び調書作成によって、得た情報は火災予防の啓発に有効です。

達成度

消防署長
総　合
評価点

全体事業費(Ａ＋Ｂ) 49,744 50,588 50,550

Ａ 必要性 有効性

臨時職員工数・経費 0.000 0 0.000 0 0.000 0
人件費(Ｂ)

正職員工数・経費
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一次評価者 調査係
総　合
評価点

Ａ 必要性 有効性 達成度 効率性

当面の
課　題

類似火災の減少に繋げているものの、別の出火原因により火災が発生しています。

効率性
火災現場に残された、わずかな痕跡から火災原因を特定し類似火災の防止に繋げていることから、成果をあげるためには火災原因の究明に必要な
専門的な知識を有する人材育成が必要です。

改　革
計　画

火災調査及び調書を有効活用して、ホームページや広報誌等に注意喚起の記事を掲載します。

今後の方向性 現状維持

類似火災の発生防止に繋がっています。

必要性

達成度 効率性

二次評価で
の指摘事項

本市における近年の火災の発生原因において、類似火災は減少傾向であると認められます。火災原因や火災損害の調査結果を活用し
類似火災を防止するとともに、火災件数を減らしていくために役立つ火災調査を引き続き実施してください。

二次評価者

その他特定財源 0 0 0

一般財源 112 92 54

8.000 49,632 8.000 50,496 8.000 50,496

計(Ａ) 112 92 54

予算費目 会計 一般会計 費目名 原因調査用品

直接事業費

令和 年度決算 令和 年度決算 令和 年度予算 備　　　　考

国・県支出金 0 0 0

地方債 0 0 0

最終目標

年間火災件数 類似火災の減少 件
0 0 0 0

10 7

件

指標名

公的関与

089-964-5210 メールアドレス syobo@city.toon.ehime.jp

事業区分

事業の目的
管内で発生した火災原因と類似した火災を防止すること及び火災
件数を減らすため。

根拠法令等 消防法　東温市消防本部火災調査規程

総合計画 政策目標 ２ 安全で快適な社会基盤のまち 政策項目 ５ 消防体制と防災・減災対策の充実

021 3005 事務事業名

主要施策

非該当 事業期間

計算式又は指標設定理由

期間設定なし

火災調査および報告様式作成に関する事務

火災原因調査や損害調査を行い、市民に火災の実態を広報誌等
で知らせることで火災予防に繋げます。
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Ｌ
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事業の手段 掲載計画

活動内容

課　　名 消防署 係　　名 調査係 電話番号

経常的事務事業 事業運営方法 直営 実施計画

ホームページ、広報誌等で注意喚起

防火講話

達成度を
測る指標


